
令和５年度日高町水道事業会計予算について

　　  　　　   　　令和５年度日高町水道事業会計予算を別紙のとおり計上する。

令和５年３月６日　 提  　出

　 　日 高 町 長 　　　松　本　秀　司

議　案　第 ２２ 号





（１）給 水 戸 数 戸

（２）年 間 総 給 水 量 ㎥

（３）一 日 平 均 給 水 量 ㎥

収　入

第１款　事  業  収  益 千円

第１項　営  業  収  益 千円

第２項　営 業 外 収 益 千円

第３項　特　別　利　益 千円

支　出

第１款　事　業　費 千円

第１項　営　業　費　用 千円

第２項　営 業 外 費 用 千円

第３項  特　別　損　失 千円

令和５年度日高町水道事業会計予算

196,629

209,640

16,590

1

193,049

（総則）

1

第１条　令和５年度日高町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

30,371

2,630

959,950

227,001

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（収益的収入及び支出）

3,550
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（資本的収入及び支出）

収　入

第１款　資 本 的 収 入 千円

第１項　国 庫 補 助 金 千円

第２項　企 業 債 千円

第３項　負 担 金 千円

支　出

第１款　資 本 的 支 出 千円

第１項　建 設 改 良 費 千円

第２項　企 業 債 償 還 金 千円

（企業債）

利 率
千円

2.5 % 
以内

普通貸借

千円

同　上
 布設替事業           

（上水道事業債）

19,500

償 還 の 方 法

（3）借入方法

（2）借入時期
（1）借入先

同　　　上 同　　　上町道高家中央線水道管

132,271

187,308

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限 度 額

  ただし、事業その他の都合により起債
額の全部又は一部を後年度へ繰越して起
債することができる。

　政府資金については、その融通条件
により銀行その他の場合にはその債権
者と協定するものとする。
　ただし、企業財政の都合により、年
限変更、繰上償還又は低利借換えする
ことができる。

県道井関御坊線水道管

（上水道事業債）
令和 5 年度

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額  92,341 千円は、

94,967

11,166

起 債 の 目 的 起 債 の 方 法

 布設替事業           
9,300 政府、銀行又はその他

　　　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 12,024千円と過年度分損益勘定留保資金 80,317千円で補てんするものとす

　　　る。）

1

55,037

83,800



利 率
千円

同　上

千円

同　上

（一時借入金）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

13,800 千円

（他会計からの補助金）

（たな卸資産購入限度額）

同　　　上 同　　　上

 ステム更新事業
日高町水道施設監視シ 45,100 同　　　上 同　　　上

地区）共同事業負担金

　　 　日 高 町 長 　　　松　本　秀　司

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、1,300 千円と定める。

　　　　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

第９条　水道事業会計助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける額は 14,298 千円である。

　令和５年３月６日　 提  　出

（１）職員給与費

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

（１）営業費用と営業外費用との間

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第６条　一時借入金の限度額は、50,000 千円と定める。

（上水道事業債）

県営水利施設等保全高 9,900

（上水道事業債）

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 償 還 の 方 法

度化事業（川辺町周辺
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３. 令和５年度 日高町水道事業予定キャッシュ・フロ－計算書

７．令和４年度 日高町水道事業予定貸借対照表

８. 工事請負費明細書

令和 ５ 年 度 日 高 町 水 道 事 業 会 計 予 算 付 属 明 細 書

１. 令和５年度 日高町水道事業会計予算実施計画

２. 令和５年度 日高町水道事業会計予算事項別明細書

４. 給与費明細書

６．令和４年度 日高町水道事業予定損益計算書

５．令和５年度 日高町水道事業予定貸借対照表



　　収益的収入及び支出

款 項 目 予定額

1.事業収益 227,001

1.営業収益 196,629

1.給水収益 193,000

2.その他の営業収益 3,629

2.営業外収益 30,371

1.受取利息及び配当金 46

2.他会計補助金 14,298

3.加入金 589

4.長期前受金戻入 15,437

5.雑収益 1

3.特別利益 1

1.固定資産売却益 1

    １．令和５年度日高町水道事業会計予算実施計画

備　　考

　　収　入 　（単位 ： 千円）
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　　支　出

款 項 目 予定額

1.事業費 209,640

1.営業費用 193,049

1.原水及び浄水費 88,393

2.配水及び給水費 29,981

3.業務費 9,885

4.総係費 6,030

5.減価償却費 58,758

6.資産減耗費 1

7.その他営業費用 1

2.営業外費用 16,590

12,070

2.雑支出 1,020

3,500

3.特別損失 1

1.その他特別損失 1

3.消費税及び地方消費税

1.支払利息及び企業債
  取扱諸費

　（単位 ： 千円）

備　　考



　　収　入

款 項 目 予定額

1.資本的収入 94,967

1.国庫補助金 11,166

1.国庫補助金 11,166

2.企業債 83,800

1.企業債 83,800

3.負担金 1

1.負担金 1

　　支　出

款 項 目 予定額

1.資本的支出 187,308

1.建設改良費 132,271

1.配水設備改良費 114,530

2.資産購入費 17,741

2.企業債償還金 55,037

1.企業債償還金 55,037

備　　考

　（単位 ： 千円）

　　資本的収入及び支出

備　　考

　（単位 ： 千円）
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金　額

1.事業収益 227,001 225,615 1,386

1. 営業収益 196,629 195,619 1,010

1. 給水収益 193,000 192,000 1,000 1. 水 道 料 金 193,000

2. その他の営業収 3,629 3,619 10 1. 手 数 料 28 15
益 12

1

2. 雑 収 益 3,601

2. 営業外収益 30,371 29,995 376

1. 受取利息及び配 46 140 △ 94 1. 預 金 利 息 46
当金

2. 他会計補助金 14,298 14,873 △ 575 1. 他 会 計 補 助 金 14,298

3. 加入金 589 589 0 1. 加 入 金 589

4. 長期前受金戻入 15,437 14,392 1,045 1. 工 事 負 担 金 5,277

3. 国 庫 補 助 金 9,485

4. 県 補 助 金 675

5. 雑収益 1 1 0 1. 雑 収 益 1

3. 特別利益 1 1 0

1. 固定資産売却益 1 1 0 1. 固定資産売却益 1

区　分
説　　　明

預金利息

加入金

工事負担金

県補助金

　 ２．令和５年度日高町水道事業会計予算事項別明細書

 　収益的収入及び支出

前年度項　　款　　 目

    収　入 　（単位 ： 千円）

本年度 比　較
節

水道料金

一般会計補助金

国庫補助金

1雑収益

設計・材料・工事検査手数料　 

開栓手数料

指定工事店手数料

3,600消火栓維持管理費 　



金　額

1.事業費 209,640 208,604 1,036

1. 営業費用 193,049 191,823 1,226

1. 原水及び浄水費 88,393 79,009 9,384 1. 消 耗 品 費 50

2. 燃 料 費 61

3. 通 信 運 搬 費 96

4. 委 託 料 14,309

987

286

905

1,791

5. 修 繕 費 8,500 1,000

6,500

1,000

8. 賃 借 料 2,089 109

1,980

9. 動 力 費 13,860 13,860

10.薬 品 費 3,858

11.材 料 費 300

12.受 水 費 45,270

2. 配水及び給水費 29,981 33,940 △ 3,959 1. 給 料 4,649

2. 手 当 等 2,158 1,346

396

240

32

144

3. 賞与引当金繰入額 673

4. 法 定 福 利 費 1,640 1,314

326

5. 法定福利費引当金 133
繰入額

説　　明

職員退職手当負担金   　

原水送水管等修繕費

賞与引当金繰入額

浄水場薬品関係

受水費

企業職給 1名

管理職手当

浄水場警備委託料

汚泥処分委託料

職員共済組合負担金   　

項款 目 本年度 前年度
区　分

比　較

UF膜洗浄委託料

通勤手当

期末勤勉手当

節

発電機燃料代

児童手当

扶養手当

10,340

浄水場電気工作物保安管理
委託料

井戸・ため池使用料等

浄水場電気代

浄水場配管・機器等修繕費

浄水場管理棟修繕費

原水水質検査委託料

浄水場配管補修資材他

浄水場他施設遠方監視シス

テム借上料

法定福利費引当金繰入額

 　  支　出 　（単位 ： 千円）

浄水場電話代

浄水場施設関係

- 9 -



- 10 -

金　額

6. 委 託 料 2,981 696

541

600

110
770

264

7. 賃 借 料 1,026 1,019

7

8. 修 繕 費 12,840 3,500

3,000

5,302

1,038

11.動 力 費 2,880

12.材 料 費 1,000

13.雑 費 1

3. 業務費 9,885 10,252 △ 367 1. 給 料 2,451

2. 手 当 等 619 595

24

3. 賞与引当金繰入額 298

4. 法 定 福 利 費 792 620

172

5. 法定福利費引当金 56
繰入額

6. 消 耗 品 費 76 36

40

7. 印 刷 製 本 費 844 484

110

150

100

8. 通 信 運 搬 費 410

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

封筒

消耗品費

検針用ハンディタ－ミナル

各施設電気代

切手代

バッテリ－電池等

納付書

納入通知書

検針用ロ－ル紙

水道台帳システム保守料

量水器修繕費

各施設機器修繕費

各施設電気工作物保安管理

鉄道用地賃借料

通勤手当

職員共済組合負担金   　

各施設配管補修材等

期末勤勉手当

企業職給 1名

職員退職手当負担金   　

各施設整備委託料等

委託料

配水池等清掃委託料

配水水質検査委託料等

送・配水管漏水修理修繕費

NTTケ－ブル賃借料

漏水調査業務委託料

量水器取替工事費

　（単位 ： 千円）

款 項 目 本年度 前年度 比　較
節

説　　明
区　分



金　額

9. 委 託 料 3,596 3,000

156

440

10.手 数 料 743

4. 総係費 6,030 10,237 △ 4,207 1. 手 当 等 571 271

300

4. 旅 費 36

5. 消 耗 品 費 150

6. 燃 料 費 227

7. 印 刷 製 本 費 1

8. 通 信 運 搬 費 1

9. 委 託 料 3,043 601

2,222

220

10.手 数 料 24

11.使 用 料 31

12.賃 借 料 1,425 1,230

163

32

13.修 繕 費 82 82

16.補 償 金 1

17.食 糧 費 1

18.負 担 金 90 90

検針業務委託料

水道料金システム、ハンデ

ィタ－ミナル保守料
水道料金システム、ハンデ

宿日直手当

ィタ－ミナル改定料

企業会計システム支援業務

浄化槽使用料

公用車定期検査手数料等

日本水道協会負担金

公用車修繕費

消費税支援業務委託料

企業会計システム等借上料

委託料

自動車燃料費

時間外勤務手当  　

複写機借上料

事務用品等

自動車通行料等

普通旅費

公金収納手数料

企業会計システム等保守料

　（単位 ： 千円）

款 項 目 本年度 前年度 比　較
節

説　　明
区　分
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金　額

19.保 険 料 297 16

255

26

21.貸倒引当金繰入額 50

5. 減価償却費 58,758 58,383 375 1. 有形固定資産減価 55,919 3,177
償却費 36,756

15,428

558

2. 無形固定資産減価 2,839
償却費

6. 資産減耗費 1 1 0 2. 固定資産除却費 1

7. その他営業費用 1 1 0 1. 雑 支 出 1

2. 営業外費用 16,590 16,780 △ 190

1. 支払利息及び企 12,070 12,050 20 1. 企 業 債 利 息 11,820
業債取扱諸費 2. 一時借入金利息 250

2. 雑支出 1,020 2,430 △ 1,410 1. そ の 他 雑 支 出 1,020

3. 消費税及び地方 3,500 2,300 1,200 1. 消費税及び地方消 3,500
消費税 費税

3. 特別損失 1 1 0

1. その他特別損失 1 1 0 1. その他特別損失 1

企業債利息

一時借入金利息

消費税及び地方消費税

4条予算の特定収入に係る
控除対象外消費税

構築物

水利権

機械及び装置

建物火災保険料

建物

貸倒引当金繰入額

検針員賠償責任保険料

自動車任意保険料

工具器具及び備品

　（単位 ： 千円）

款 項 目 本年度 前年度 比　較
節

説　　明
区　分



金　額

1.資本的収入 94,967 99,667 △ 4,700

1. 国庫補助金 11,166 26,666 △ 15,500

1. 国庫補助金 11,166 26,666 △ 15,500 1. 国 庫 補 助 金 11,166

2. 企業債 83,800 73,000 10,800

1. 企業債 83,800 73,000 10,800 1. 企 業 債 83,800

3. 負担金 1 1 0

1. 負担金 1 1 0 1. 負 担 金 1

金　額

1.資本的支出 187,308 186,213 1,095

1. 建設改良費 132,271 128,510 3,761

1. 配水設備改良費 114,530 128,042 △ 13,512 1. 工 事 請 負 費 100,330

2. 旅 費 30

3. 消 耗 品 費 100

4. 印 刷 製 本 費 30

5. 賃 借 料 20

6. 委 託 料 3,630

7. 負 担 金 10,390

10,196

14

180

2. 資産購入費 17,741 468 17,273 1. 量 水 器 460

4. 有形固定資産購入 17,281
費

2. 企業債償還金 55,037 57,703 △ 2,666

1. 企業債償還金 55,037 57,703 △ 2,666 1. 企 業 債 償 還 金 55,037

テム業務委託

自動車通行料等

コピ－用紙等

普通旅費

事務用品、図書購入費等

別紙（工事請負費明細書）

　　資本的収入及び支出

　（単位 ： 千円）

款 本年度 前年度

企業債償還金元金

UF膜(水処理膜)購入費

担金

水道メ－タ－購入費

水道施設台帳管網解析シス

同事業負担金

県営水利施設等保全高度化

水道補助事業特別負担金

土地改良事業団体連合会負

事業（川辺町周辺地区）共

国庫補助金

目

区　分

　（単位 ： 千円）

節

区　分

款 項 目 本年度 前年度 説　　明

    収　入

企業債

説　　明

    支　出

比　較

項

節

比　較
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当年度純利益 12,536,639

減価償却費 58,758,000

固定資産除却費 1,000

固定資産売却損益（△は益） △1,000

貸倒引当金の増減（△は減少） 50,000

賞与引当金の増減（△は減少） 0

法定福利費引当金の増減（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △15,437,000

受取利息及び配当金 △46,000

支払利息及び企業債取扱諸費 12,070,000

未収金の増減（△は増加） 1,385,388

未払金の増減（△は減少） △2,531,469

たな卸資産の増減（△は増加） 0

小　　　　　計 66,785,558

受取利息及び配当金 46,000

支払利息及び企業債取扱諸費 △12,070,000

業務活動によるキャッシュ・フロ－ 54,761,558

　　　　　　　　　３．　　令和５年度　日高町水道事業予定キャッシュ・フロ－計算書

　　　　　　　　　　　　　　　（令和５年４月１日から 令和６年３月３１日まで）
（単位 ： 円）

1．　業務活動によるキャッシュ・フロ－



有形固定資産の取得による支出 △119,984,989

有形固定資産の売却による収入 1,000

国庫補助金による収入 33,624,000

負担金等による収入 1,000

投資活動によるキャッシュ・フロ－ △86,358,989

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 83,800,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △55,036,962

他会計からの出資による収入 0

財務活動によるキャッシュ・フロ－ 28,763,038

資金に係る換算差額 0

資金増減額 △2,834,393

資金期首残高 151,113,424

資金期末残高 148,279,031

2．　投資活動によるキャッシュ・フロ－

3．　財務活動によるキャッシュ・フロ－

（単位 ： 円）
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給　料 職員手当 計
　　　　（人）　　　（千円）　　　（千円）　　　（千円）

2 7,100 4,079 11,179

2 7,100 4,079 11,179
2 7,234 4,049 11,283

2 7,234 4,049 11,283
0 △ 134 30 △ 104

0 △ 134 30 △ 104

期末勤勉手当 扶養手当 通勤手当 管理職手当 計

　　　（千円）　　　（千円）　　　（千円）　　　（千円） 　　　（千円）
本年度 2,912 396 56 144 4,079
前年度 2,893 396 47 144 4,049
比　較 19 0 9 0 30

給　料 職員手当 計
　　　　（人）　　　（千円）　　　（千円）　　　（千円）

2 7,100 4,079 11,179

2 7,100 4,079 11,179
2 7,234 4,049 11,283

2 7,234 4,049 11,283
0 △ 134 30 △ 104

0 △ 134 30 △ 104

期末勤勉手当 扶養手当 通勤手当 管理職手当 計

　　　（千円）　　　（千円）　　　（千円）　　　（千円） 　　　（千円）
本年度 2,912 396 56 144 4,079
前年度 2,893 396 47 144 4,049
比　較 19 0 9 0 30

な　 　し

  　４.  給与費明細書

（１） 総　括

区　　分
職員数

給　　与　　費
法定福利費 合　　計 備　　考

　　　（千円） 　　　（千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員 2,621 13,800
資本勘定支弁職員

合　計 2,621 13,800

271

前
年
度

損益勘定支弁職員 3,189 14,472
資本勘定支弁職員

合　計 3,189 14,472

300 269
0 2

合　計 △ 568 △ 672

区　分
時間外
勤務手当

宿日直手当

職員手当
の 内 訳

　　　（千円） 　　　（千円）

比
較

損益勘定支弁職員 △ 568 △ 672
資本勘定支弁職員

300

区　　分
職員数

給　　与　　費
法定福利費 合　　計 備　　考

　　　（千円） 　　　（千円）

ア. 会計年度任用職員以外の職員

本
年
度

損益勘定支弁職員 2,621 13,800
資本勘定支弁職員

合　計 2,621 13,800

合　計 △ 568 △ 672

前
年
度

損益勘定支弁職員 3,189 14,472
資本勘定支弁職員

合　計 3,189 14,472

比
較

損益勘定支弁職員 △ 568 △ 672
資本勘定支弁職員

イ. 会計年度任用職員

300 269
0 2

区　分
時間外
勤務手当

宿日直手当

職員手当
の 内 訳

　　　（千円） 　　　（千円）
300 271



増減額

　　（千円） 　　　（千円）

36

107

△ 277 異動

79

△ 60

9

2

295,000
313,775

38歳 0ヶ月
288,900
307,675

37歳 0ヶ月

154,600
185,200

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

区　分
増減事由別内訳

説　  　　明

給　　料 △ 134

給与改定に伴う増減分 人事院勧告

昇給に伴う増加分 昇給日：1月1日

その他の増減分

職　　員
手　　当

30

制度改正に伴う増減分 79 期末勤勉手当　 人事院勧告

異動

宿日直手当 日直日数の増

その他の増減分 △ 49

期末勤勉手当　 昇給41 異動101

通勤手当

大　学　卒 185,200

  イ. 初任給

区    分

令和4年4月1日現在 平均給与月額 　（円）
平 均 年 齢　　（歳）

（３） 給料及び職員手当の状況

  ア. 職員一人当たり給与

令和5年4月1日現在

事務・技術職（企業職）

企   業   職 一般会計の制度
事務・技術職 （円） 一般職 （円）

154,600

区 　　　     　　　分 
平均給料月額 　（円）
平均給与月額 　（円）
平 均 年 齢　　（歳）
平均給料月額 　（円）

高　校　卒
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構成比（％）

50.0

50.0

100.0

企　業　職
（A） （人） （A） （人） 2
（B） （人） （B） （人） 2
1号給 （人） 1号給 （人）
2号給 （人） 2号給 （人）
3号給 （人） 3号給 （人） 1
4号給 （人） 4号給 （人） 1
6号給 （人） 6号給 （人）
8号給 （人） 8号給 （人）
(B)/(A)（％） (B)/(A)（％） 100.0

2

  ウ. 級別職員数

区　　　分
企　　　　業　　　　職

区　　　分
企　　　　業　　　　職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人）

6級

令和4年4月1日現在

6級

4級 4級

計 2 100.0 計

（級別の基準となる職務）

2級 2級

1級 1 50.0 1級 1

令和5年4月1日現在 3級 3級

5級 1 50.0 5級 1

1 級

企　　業　　職
 公室長・参事 副課長 課長補佐

係長の職務 主査の職務

区　　　分 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級

主事の職務
・課長の職務 主幹の職務 の職務

本年度

区　　　　　　分 企　業　職

前年度

区　　　　　　分
 職  員  数　　 2  職  員  数　　 

 比　較   100.0  比　較           

  エ. 昇給

 昇給に係る職員数 2  昇給に係る職員数　　　

 号給数別内訳  号給数別内訳
1
1



6月（月分） 12月（月分）

2.200 2.200

2.150 2.150

2.200 2.200

20年勤続の者 25年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分）

24.586875 33.27075 47.709

な　　し

な　　し

  オ. 期末手当、勤勉手当

区　　分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備　　　考

（月分）

本 年 度 4.400 有

 国 の 制 度 4.400 有

前 年 度 4.300 有

  カ. 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

   区    分
35年勤続の者

その他の加算措置等 備　　　　考
（月分）

 支給率等 47.709 定年前早期退職特例措置 和歌山県市町村総合事務組合に加入

  ケ. その他の手当

 国の制度
 （支給率等）

24.586875 33.27075 47.709

  キ. 地域手当　　　　　　　　　な　　　　し

  ク. 特殊勤務手当　　

47.709 定年前早期退職特例措置

通　勤　手　当 同　じ

区　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶　養　手　当 同　じ

住　居　手　当 同　じ
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（単位 ： 円）

1．
(1)

イ． 土地 83,366,544
ロ． 建物 193,412,792

減価償却累計額 △70,152,811 123,259,981
ハ． 構築物 2,046,630,520

減価償却累計額 △981,869,873 1,064,760,647
ニ． 機械及び装置 1,467,894,078

減価償却累計額 △1,227,373,819 240,520,259
ホ． 車両及び運搬具 1,362,630

減価償却累計額 △1,294,499 68,131
ヘ． 工具、器具及び備品 10,834,537

減価償却累計額 △2,193,893 8,640,644
ト． 建設仮勘定 219,232,369

1,739,848,575

(2)
イ． 水利権 23,341,781

23,341,781
1,763,190,356

2．
(1) 148,279,031
(2) 33,538,116

貸倒引当金 △252,714 33,285,402
(3) 737,523

182,301,956

資　産　合　計 1,945,492,312

有形固定資産合計

無形固定資産

無形固定資産合計
固定資産合計

流動資産
現金預金
未収金

貯蔵品
流動資産合計

有形固定資産

５．　　　令和５年度　日高町水道事業予定貸借対照表

　　　　（令和6年3月31日）

　　　　　　資　 　　産　　 　の　　 　部
固定資産



（単位 ： 円）

3．
(1)

イ． 建設改良等の財源に充てるための企業債 871,706,687
871,706,687

4．
(1)

イ． 建設改良等の財源に充てるための企業債 56,687,914
(2) 20,466,251
(3)

イ． 賞与引当金 971,000
ロ． 法定福利費引当金 189,000 1,160,000

78,314,165

5．
1,353,341,264
△915,161,182

438,180,082

負　債　合　計 1,388,200,934

6． 509,600,000

7．
(1) 資本剰余金

イ． 国庫補助金 17,101,000
17,101,000

(2)
イ． 減債積立金 10,800,000
ロ． 当年度未処分利益剰余金 19,790,378

30,590,378
47,691,378

資　本　合　計 557,291,378

負債・資本合計 1,945,492,312

利益剰余金合計
剰余金合計

　　　　　　資　 　　本　　　 の　　　 部
資本金

剰余金

資本剰余金合計
利益剰余金

繰延収益合計

固定負債
企業債

固定負債合計

流動負債
企業債

未払金
引当金

流動負債合計

繰延収益
長期前受金
収益化累計額

　　　　　　負　 　　債　　　 の　　　 部
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Ⅰ．

１．固定資産の減価償却方法

・

・ 主な耐用年数

建物 ５８年

構築物 ３８年

機械及び装置 ５～１６年

車両及び運搬具 ５年

工具器具及び備品 ３～５年

・

水利権 ２０年

２．

・

３．

減価償却の方法　　定額法による。

　　  注 記

重要な会計方針

（１）有形固定資産

減価償却の方法　　定額法による。

（２）無形固定資産

たな卸し資産の評価基準及び評価法

先入先出法による原価法（貸借対照評価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

退職給付引当金は、和歌山県市町村総合事務組合に加入しており、日高町水道事業会計は、当該組合に負担金を拠出し
ているが、一般会計との間で協定書を締結することにより、追加的な調整負担金は、全額一般会計において措置するこ
ととなっているため、日高町水道事業会計においては退職給付引当金を計上していない。

（２）賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計
上している。

（３）法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度における支給見込額に基づき、当年度の負
担に属する額を計上している。

（４）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。



４．

Ⅱ．

１．

Ⅲ．

１．

該当事項なし

２．

３．

４．

Ⅳ．

Ⅴ．

担保に供している資産及びこれに対応する債務

企業債の償還に係る他会計の負担

消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

予定キャッシュ・フロ－ 計算書等関連

重要な非資金取引

該当事項なし

予定貸借対照表等関連

該当事項なし

重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

引当金の取崩し

該当事項なし

（１）賞与引当金の取崩し

令和５年度において、期末手当及び勤勉手当として ２,９１２,０００円 を支給するため、賞与引当金 ９７１,０００円を
取り崩す。

（２）法定福利費引当金の取崩し

令和５年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として ５６５,０００円 を支給するため、法定福利費引当金
１８９,０００円を取り崩す。

その他の注記

該当事項なし

（３）貸倒引当金の取崩し

該当事項なし

重要な後発事象

該当事項なし
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(単位 ： 円)

1.

(1) 128,799,090

(2) 3,618,909 132,417,999

2.

(1) 71,826,358

(2) 31,690,178

(3) 9,613,997

(4) 9,902,375

(5) 58,383,000

(6) 1,000

(7) 909 181,417,817

48,999,818

3.

(1) 140,000

(2) 68,944,000

(3) 535,454

(4) 14,392,000

(5) 909 84,012,363

4.

(1) 12,050,000

(2) 9,650,817 21,700,817 62,311,546

13,311,728

６.　　　　令和４年度　日高町水道事業予定損益計算書

営業収益

給水収益

その他営業収益

         (令和4年4月1日から 令和5年3月31日まで)

営業費用

原水及び浄水費

配水及び給水費

業務費

総係費

減価償却費

資産減耗費

その他営業費用

営　業　損　失

営業外収益

受取利息

他会計補助金

加入金

長期前受金戻入

雑収益

営業外費用

支払利息

雑支出

経　常　利　益



(単位 ： 円)

5.

(1) 1,000 1,000

6.

(1) 1,000

(2) 17,000 18,000 △ 17,000

13,294,728

6,040,989

0

7,253,739

特別利益

前年度繰越欠損金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

固定資産売却益

特別損失

その他特別損失

過年度損益修正損

当 年 度 純 利 益
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（単位 ： 円）

1．
(1)

イ． 土地 83,366,544
ロ． 建物 193,412,792

減価償却累計額 △66,975,811 126,436,981
ハ． 構築物 1,948,551,433

減価償却累計額 △945,113,873 1,003,437,560
ニ． 機械及び装置 1,370,766,897

減価償却累計額 △1,211,945,819 158,821,078
ホ． 車両及び運搬具 1,362,630

減価償却累計額 △1,294,499 68,131
ヘ． 工具、器具及び備品 2,624,538

減価償却累計額 △1,635,893 988,645
ト． 建設仮勘定 302,403,277

1,675,522,216

(2)
イ． 水利権 26,180,781

26,180,781
1,701,702,997

2．
(1) 151,113,424
(2) 57,381,504

貸倒引当金 △202,714 57,178,790
(3) 737,523

209,029,737

資　産　合　計 1,910,732,734

有形固定資産合計

無形固定資産

無形固定資産合計
固定資産合計

流動資産
現金預金
未収金

貯蔵品
流動資産合計

有形固定資産

７．　　　令和４年度　日高町水道事業予定貸借対照表

　　　　（令和5年3月31日）

　　　　　　資　 　　産　　 　の　　 　部
固定資産



（単位 ： 円）

3．
(1)

イ． 建設改良等の財源に充てるための企業債 844,594,601
844,594,601

4．
(1)

イ． 建設改良等の財源に充てるための企業債 55,036,962
(2) 22,736,350
(3)

イ． 賞与引当金 971,000
ロ． 法定福利費引当金 189,000 1,160,000

78,933,312

5．
1,342,174,264
△899,724,182

442,450,082

負　債　合　計 1,365,977,995

6． 509,600,000

7．
(1) 資本剰余金

イ． 国庫補助金 17,101,000
17,101,000

(2)
イ． 減債積立金 10,800,000
ロ． 当年度未処分利益剰余金 7,253,739

18,053,739
35,154,739

資　本　合　計 544,754,739

負債・資本合計 1,910,732,734

利益剰余金

利益剰余金合計
剰余金合計

　　　　　　資　 　　本　　　 の　　　 部
資本金

剰余金

資本剰余金合計

繰延収益合計

固定負債
企業債

固定負債合計

流動負債
企業債

未払金
引当金

流動負債合計

繰延収益
長期前受金
収益化累計額

　　　　　　負　 　　債　　　 の　　　 部
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　（単位 ： 千円）

口　径

（㎜）

4 県道御坊由良線水道管布設替工事 阿　尾 管路布設 100.0 m 100 水道配水用ポリエチレン管 4,400

クラウド通信装置7台

計装テレメータ盤機能増設13台
クラウド監視システムソフトウエア構築他　1.0式 契約額

1年目　萩原浄水場 89,100

クラウド通信装置7台

計装テレメータ盤機能増設4台
クラウド監視システムソフトウエア構築

既設計装テレメーター及び制御盤撤去他　1.0式

2年目　各水道施設

計装テレメータ盤機能増設9台
既設計装テレメーター撤去他　1.0式

式 45,1005 日高町水道施設監視制御システム更新工事 萩原他 監視制御装置 1.0

８．工事請負費明細書

14,430

管路布設

耐震用ダクタイル鋳鉄管、仮設工1.0式140.0

28,370

8,030165.0

水道配水用ポリエチレン管、仮設工1.0式

1503 県道井関御坊線水道管布設替工事

工事費(税込)路　線　名　等 位　置 工　種 工　事　内　容

志　賀 耐震用ダクタイル鋳鉄管100

100高　家

m

　(１)　配水設備工事

町道高家中央線水道管布設替工事

数量、延長

1 県道柏御坊線水道管移設工事

2

萩  原 管路布設 m

管路移設

300.0 m




